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貸 借 対 照 表 

（2022年3月31日現在） 

（単位：百万円）  
科 目 金 額 科 目 金 額 

 
(資  産  の  部 ) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売掛金及び契約資産 

電 子 記 録 債 権 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及び 貯蔵 品 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固  定  資  産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

特 許 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

繰 延 税 金 資 産 

前 払 年 金 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 
 

 
（75,012） 

54,459 

1,426 

200 

47,325 

784 

46 

2,604 

508 

1,611 

△49 

20,553 

7,805 

2,645 

207 

1,280 

41 

354 

3,143 

132 

956 

6 

595 

354 

11,791 

549 

2,724 

331 

5,373 

2,047 

895 

△130 
 

(負  債  の  部 ) (47,249) 

流 動 負 債 40,473 

買 掛 金 11,559 

電 子 記 録 債 務 10,810 

短 期 借 入 金 2,763 

未 払 法 人 税 等 343 

未 払 費 用 3,645 

契 約 負 債 3,190 

製 品 保 証 引 当 金 1,693 

工 事 損 失 引 当 金 2,865 

そ の 他 3,601 

固 定 負 債 6,775 

退 職 給 付 引 当 金 6,626 

そ の 他 149 

( 純 資 産 の 部 ) （27,763） 

株 主 資 本 27,581 

資 本 金 6,020 

資 本 剰 余 金 3,326 

資 本 準 備 金 3,326 

利 益 剰 余 金 18,235 

利 益 準 備 金 470 

固定資産圧縮積立金 1,444 

別 途 積 立 金 600 

繰 越 利 益 剰 余 金 15,721 

評価・換算差額等 181 

その他有価証券評価差額金 161 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 19 

資 産 合 計 75,012 負 債 純 資 産 合 計 75,012 
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損 益 計 算 書 

( 
2021年 4 月 1 日から 

2022年 3 月31日まで ) 
 

（単位：百万円）  

科 目 金 額 

売 上 高  84,529 

売 上 原 価  70,681 

売 上 総 利 益  13,847 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  8,698 

営 業 利 益  5,149 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 728  

そ の 他 108 836 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 21  

そ の 他 39 60 

経 常 利 益  5,924 

特 別 損 失   

関 係 会 社 株 式 評 価 損 360  

契 約 解 約 損 118 478 

税 引 前 当 期 純 利 益  5,446 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,685  

法 人 税 等 調 整 額 △172 1,512 

当 期 純 利 益  3,933 
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注記表 

 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法であります。 

その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの 

時価法であります。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しています。） 

・市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法であります。 

② デリバティブ 

時価法であります。 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・仕掛品 

主として個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）であります。 

・商品及び製品、原材料及び貯蔵品 

主として総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）であります。 

 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

ⅰ）自己所有の有形固定資産 

 定額法によっております。 

ⅱ）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産 

 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

のれんについては、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたり償却してお

ります。 

 

⑶ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 製品保証引当金 

製品の販売後の保証費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の経験

率に基づく当事業年度負担額のほか、特定案件の当事業年度負担額を計上し

ております。 

③ 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事のうち、

損失の発生が見込まれ、かつ当該損失額を合理的に見積もることができる請

負工事について、損失見積額を計上しております。 
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⑷ 収益及び費用の計上基準 

当社の収益は主として工事契約及び製品の販売によるものであります。 

① 一時点で充足される履行義務 

 製品の販売に係る収益は、自社で製造した機器等による販売であり、顧客

との契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義

務は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得し

て充足されると判断し、その時点で収益を認識しております。なお、製品の

国内の販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの

期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

 取引の対価は、履行義務を充足してから概ね1年以内に受領しており、重

要な金融要素は含んでおりません。 

② 一定期間にわたり充足される履行義務 

工事契約等に係る収益は、主として水処理施設や廃棄物処理施設等の建設

や運営・維持管理によるものであり、顧客との契約に基づいた施設等の建設

や運営・維持管理を提供する履行義務を負っております。 

 工事契約等については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断

し履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度に

ついては、原価の発生が工事の進捗度を適切に表すことから、見積総原価に

対する発生原価の割合で算出しております。なお、少額かつ短期の工事につ

いては完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

契約において、顧客と約束した対価に変動対価が含まれる場合には、変動

対価の額に関する不確実性が事後的に解消される際に、解消される時点まで

に計上された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り、取引

価格に含めております。 

取引の対価は、主として履行義務の充足とは別に契約期間中に段階的に受

領するとともに、残額については履行義務をすべて充足したのち一定期間経

過後に受領しております。 

 

⑸ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定に

あたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法に

より按分した金額を費用処理しております。数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分した金額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。 

② 連結納税制度の適用 

 当社は、当事業年度中に連結納税制度の承認申請を行い、当事業年度から

連結納税制度が適用されることとなったため、当事業年度より「連結納税制

度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その1）」（企業会

計基準委員会実務対応報告第5号 2015年1月16日）及び「連結納税制度

を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その2）」（企業会計

基準委員会実務対応報告第7号 2015年1月16日）に基づき、連結納税制

度の適用を前提とした会計処理を行っております。 

③ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第8号）に

おいて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行

にあわせて単体納税制度の見直しが行なわれた事項については、「連結納税

制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱

い」（実務対応報告第39号 2020年3月31日）第3項の取扱いにより、
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「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 

2018年2月16日）第44号の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金

負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産 

投資有価証券（関係会社株式）      245百万円 

担保に供している投資有価証券（関係会社株式）245百万円は、廃棄物処理

施設の運営・維持管理を受託している関係会社の業務遂行に係る保証のために差

入れたものです。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額      16,787百万円 

 

３．固定資産の圧縮記帳額 

固定資産のうち国庫補助金等による圧縮記帳額は300百万円であり、貸借対

照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。なお、その内訳は建物及び構

築物8百万円、機械装置及び運搬具266百万円、無形固定資産25百万円であり

ます。 

 

４．保証債務 

次の会社について金融機関からの借入債務等に対し、債務保証を行っております。 

 

 

㈱福井グリーンパワー 

KOBELCO ECO-SOLUTIONS VIETNAM CO., LTD. 

2,183百万円 

842百万円 

 

５．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 1,563百万円 

長期金銭債権 71百万円 

短期金銭債務 1,529百万円 

 

Ⅲ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、製品保証引当金、工事損失引当金及び退職給

付引当金であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、固定資産圧縮積立金でありま

す。 

なお、発生した繰延税金負債は、繰延税金資産と相殺のうえ、繰延税金資産の純

額を貸借対照表に表示しております。 

 

Ⅳ．関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等  

種 類 
会社等の

名称 

議決権等 

の 所 有 

(被所有 ) 

割 合 

関 係 内 容 
取引の

内容 

取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

親会社 
㈱神戸

製鋼所 

(被所有) 

直接 

100％ 

 

転籍 

11名 

兼任 

1名 

当社製

品の販

売及び

親会社

の製品

の購入 

連結

納税

に伴

う法

人税

の精

算 

783 

流動負

債 

その他

(未払金) 

783 

 
（注）役員には、執行役員を含んでおります。 
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２．子会社等  

種 類 
会社等の名

称 

議決権等 

の 所 有 

(被所有 ) 

割 合 

関 係 内 容 
取引の

内容 

取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

子会社 

㈱福井グ

リーンパ

ワー 

直接 

70％ 

転籍 

1名 

兼任 

2名 

出向 

1名 

当社製

品の納

入等 

債務

保証 
2,183 － － 

子会社 

KOBELC

O ECO-

SOLUTI

ONS 

VIETNA

M 

CO.,LTD. 

直接 

100％ 

兼任 

3名 

出向 

3名 

当社製

品の販

売及び

子会社

の製品

の購入 

債務

保証 
842 － － 

 
（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等 

債務保証は、金融機関からの借入債務等に対して保証したものであります。な

お、一部の子会社からは保証料の支払を受けております。 

 

３．兄弟会社等  

種 類 
会社等の

名称 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関 係 内 容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

同一の

親会社

を持つ

会社 

コベルコ

フィナン

シャルセ

ンター㈱ 

なし なし 

当社

資金

のグ

ルー

プ会

社間

での

融通 

資金の貸

付 
7,127 － － 

資金の貸

付に伴う

利息受取 

3 － － 

資金の借

入 
4,604 

短期 

借入金 
2,763 

資金の借

入に伴う

利息支払 

11 － － 

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 資金の借入及び貸付はCMS（キャッシュ・マネジメント・システム）に係る

ものであり、利息の利率は、市場金利を反映して合理的に決定しており、担保の

受入もありません。なお、借入及び貸付の取引金額は、平均残高を記載しており

ます。 

 

Ⅴ．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 1,722円78銭 

１株当たり当期純利益 244円08銭 

 

 

記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てております。 


